
流留字中地内（石巻地区） 1基 40㎥ Ｈ29繰越

福地字畠中地内（河北地区）

3基 40㎥ Ｈ30現年鮎川浜字清崎山地内（牡鹿地区）

前谷地字黒沢前地内（河南地区）

　平成30年度は、平成29年度繰越分を含め新たに4基を整備完了し、令和元年度へ1基を繰り越した。

75％
Ｈ29現年 4基 3基

Ｈ30
Ｈ29繰越 1基 1基

80％

Ｈ28繰越 － －

Ｈ30現年 3基

目標値 実績等

Ｈ28
Ｈ27繰越 － －

予算
成果指標

Ｈ29

予算の執行状況
予算額

58,848,311

決算額の財源内訳

決算額

57,805,386 5,333,386

その他

（単位：円）

41,700,000

地方債

成果に係る評価

事業コード

　火災発生時における無水利地域の水利確保のため、耐震性貯水槽を整備することにより、地域住民の
安全・安心な生活の確保と災害対策のさらなる充実を図る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成30年度は平成29年度繰り越しを含む5基を整備計画としていたが、平成30年度分1基を次年度への
繰り越しとなった。
　現在市内全体の耐震性貯水槽の充足率は105.7％となっているが、河南地区が約79％、桃生地区が約
83％と全域に比べ低いことから、河南地区と桃生地区を中心に年4基を計画数として整備を進める必要
がある。

1 項

総
合
計
画

消防施設費

(  )

容量

(  )

(  )

消防施設関係費

予
算
科
目

3 目

9 款

25％
Ｈ28現年

　火災時の重要施設である消防水利の充実強化として、耐震性に優れた貯水槽を更新計画に基づき、4
基整備した。

消防費

消防費

　無水利地域へ耐震性貯水槽を設置したことにより、地域住民の安全・安心な生活の確保と消防施設の
充実、強化が図られた。

区分

一般財源国(県)支出金

10,772,000

達成率等

設置箇所 予算

安心して健やかに暮ら
せるまち

日常の身近な安全性を
高める

Ｐ98 中　事　業

消防・救急救助を充実
する

004-006-002-00629

第 4 章

事　業　名

設置基数

耐震性貯水槽整備事業

第 6 節

( 2 )

復
興
計
画

4基 1基

4基
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Ｈ30現年 3棟 3棟 100％

河北地区団成田班 木造2階建て 66.24㎡ 有

雄勝地区団桑浜班 木造平屋建て 28.98㎡ 無

区分

1棟 100％

Ｈ30

石巻地区団五軒屋敷班（恵み野班）

安心して健やかに暮ら
せるまち

日常の身近な安全性を
高める

Ｐ98 中　事　業

消防・救急救助を充実
する

事　業　名 消防団ポンプ置場整備事業

総
合
計
画

消防施設費

消防費

消防費

(  )

消防施設関係費

第 4 章 (  )
復
興
計
画

(  )( 2 )

第 6 節

予
算
科
目

3 目

9 款

1 項

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

目標値

　既存の消防団ポンプ置場の老朽化に伴い、更新計画に基づき消防団ポンプ置場を3棟新築した。

事業内容

004-006-002-00627

木造2階建て

1棟

実績等

Ｈ29 Ｈ29現年

　消防団ポンプ置場を新築することにより、当該地区の消防力の強化及び地域住民の安全で安心して生
活できる環境の確保が図られた。

成果指標
達成率等

その他

　平成30年度は、3棟の消防団ポンプ置場を整備した。
　例年、2棟程度の更新整備計画としているが、平成30年度は老朽化したポンプ置場2棟のほか、開発の
進む蛇田恵み野地区に新たに恵み野班ポンプ置場1棟を整備し、地域住民が安全に生活できる環境確保
を図った。
　今後も地域の実情を勘案しながら更新計画に基づき整備を進め、事業を継続していく必要がある。

（単位：円）

一般財源

決算額

1,833,320

成果に係る評価

事業コード

　消防団の活動拠点として、消防団ポンプ置場を整備し、地区住民の安全で安心して生活できる環境の
確保を図る。

目的及び事業内容

予算

ポンプ置場名称 延床面積

67.89㎡

詰所

有

予算の執行状況
予算額

57,600,000

決算額の財源内訳

49,333,320 47,500,000

地方債国(県)支出金
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予算の執行状況
予算額

64,965,000

決算額の財源内訳

決算額

64,964,160 6,220,160

その他

（単位：円）

43,300,000

地方債国(県)支出金

15,444,000

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成30年度は消防団消防自動車更新計画に基づき、6台の非常備消防自動車の更新を進め、全ての配
備が完了した。
　また、訓練用資機材車の整備を行い、消防力向上が推進された。
　今後も同様に、火災等の災害から地域住民の生命と財産を保護し、安全に生活ができる環境の確保を
図るため、概ね購入から20年から25年を目安に、更新計画に基づき、順次整備を進める必要がある。

　消防団消防自動車更新計画に基づき、消防自動車6台と訓練用資機材車1台を整備した。

車種

石巻地区団山下班

雄勝地区団立浜班

成果に係る評価

事業コード

　経年劣化した非常備消防車両を整備することにより、消防設備の充実と地域消防力の向上を推進し、
地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保を図る。

目的及び事業内容

Ｈ29 7台

4台

石巻地区団沼津班

予
算
科
目

3 目

9 款

1 項

訓練用資機材車 1台

台数

消防施設費

(  )消防費

消防費 第 6 節

( 2 )

復
興
計
画

(  )

(  )

第 4 章
安心して健やかに暮ら
せるまち

日常の身近な安全性を
高める

石巻地区団中央班

　老朽化した非常備消防自動車を整備したことにより、当該地域住民の安全で安心して生活できる環境
が促進された。また平成30年度では訓練用の資機材車を整備し、地域消防力の向上が推進され、消防力
の充実強化が図られた。

河北地区団成田班

配備班

一般財源

7台

区分

7台 100％

成果指標
達成率等

目標値 実績等

Ｈ30 7台 100％

小型動力ポンプ付軽積載車 1台

小型動力ポンプ付積載車

Ｐ98 中　事　業

消防・救急救助を充実
する

牡鹿地区団大谷川班

消防ポンプ自動車

消防自動車関係費

1台

004-006-002-00628 事　業　名 非常備消防自動車整備事業

総
合
計
画

河南地区団新田班
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　住民と市が協働して土砂災害ハザードマップを作成し、配布した。

1　住民説明会の実施

　(1)地区代表者への説明（事業概要及び作成要領の説明、マップ案の提示）

　(2)地区住民への説明（事業概要の説明、マップ案の提示、意見聴収等）

　(3)地区代表者と校正確認

2　平成30年度土砂災害ハザードマップ作成地区

　河北地区：警戒区域4箇所（相野谷地区）

004-006-003-01129 事　業　名 ハザードマップ（土砂災害）作成事業

第 6 節

( 3 )

中　事　業

災害対策費

(  )消防費
総
合
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

日常の身近な安全性を
高める

予算の執行状況

消防費 (  )

第 4 章

Ｐ99

安全・安心な暮らしを
確保する

地方債国(県)支出金

危機対策費

一般財源

52 65.0％

　宮城県が令和4年度までに土砂災害警戒区域を毎年指定していくため、県の指定と連動して、今後も
継続して土砂災害ハザードマップを作成していく必要がある。平成29年度から指定数が増加したことに
伴い、洪水と合わせたハザードマップ公開システムを構築し、定期更新の都度、最新版を市ホームペー
ジから閲覧できるようにするほか、作成時点の警戒区域を掲載した印刷物の全戸配布を行う。

30

予
算
科
目

5 目 (  )

9 款

実施計画
掲載ページ

復
興
計
画

4

その他

1 項

予算額

1,500,000

決算額の財源内訳

決算額

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　住民に対して、土砂災害警戒区域を周知するとともに、避難体制の充実強化を図るため、住民と市が
協働して土砂災害ハザードマップを作成する。また、警戒体制に不可欠な情報を共有し、円滑な避難に
つなげる。

目的及び事業内容

Ｈ27

0.7％

25

作成済警戒区域数

66

達成率

取　組　実　績

成　　　　果

　土砂災害ハザードマップの作成により、住民を円滑な避難行動へ促すための警戒避難体制が周知さ
れ、住民の防災意識の高揚が図られた。
　平成29年度から、地区内のすべての区域指定が完了した地区から作成することとし、平成30年度は、
説明会の日程調整等に難航し、作成数が少なくなった。

区分
成果指標

警戒区域指定数

-

Ｈ28

Ｈ29

　年度毎の達成率
は、年度毎の作成済
警戒区域数から、そ
の年度での未作成警
戒区域数を除したも
の。

合計の達成率は作成
済み警戒区域数から
警戒区域指定数を除
したもの

-

26.0％

Ｈ18～Ｈ26

9

合計 667 88 13.2％

Ｈ30 290

272 7

451,696 451,696

2.3％
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1 【屋内退避施設電源多重化実施設計・工事】

2 【屋内退避施設改修に係る調査基本計画・実施設計】

予
算
科
目

5 目

9 款

1 項

総
合
計
画

災害対策費

(  )消防費

消防費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )

第  章

事業コード

　原子力緊急事態時において、即時避難が困難な要配慮者等が一時的に退避する施設の放射線防護対策
強化として、施設内部への放射性物質の侵入を防ぐための屋内退避施設確保事業を実施する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

　原子力災害時における安全性の向上のため、今後も放射線防護対策強化を必要とする施設の整備を進
める必要があり、令和元年度に牡鹿病院屋内退避施設改修工事を実施するほか、更なる屋内退避施設改
修工事の実施に向け検討する必要がある。

事　業　名 原子力災害対策事業（放射線防護対策事業）

屋内退避施設確保事業費

　電源多重化工事を実施した結果、停電していない場合であっても施設の商用電源を使用して陽圧化で
きるようになり、屋内退避施設における安全性の向上が図られた。
　また、令和元年度の改修工事に向け、牡鹿病院屋内退避施設改修の調査・設計を実施した。

中　事　業

屋内運動場

項目

所在地 長渡浜杉13-82 田代浜字仁斗田143 鮎川浜清崎山7 寄磯浜五梅沢24

成果に係る評価

収容人数 90人 90人 60人

予算の執行状況
予算額

219,400,000

決算額の財源内訳

決算額

55,553,220

その他

（単位：円）

地方債国(県)支出金

55,553,220

70人

防護面積 223㎡ 264㎡ 144㎡ 152㎡

H27.3

事業費

項目

H27.3 H27.3

17,270,280円（実施設計業務委託料、工事請負費）

取　組　実　績

成　　　　果

一般財源

　平成26年度に改修した4施設について、電源多重化工事を実施した。また、牡鹿病院の改修に向け、
調査及び設計を実施した。
1 　石巻市屋内退避施設電源多重化実施設計・工事
　(1)　対象施設
　　　 網地島開発総合センター、田代島開発総合センター、牡鹿保健福祉センター及び寄磯小学校
　(2)　工事概要
　　　 陽圧化等に係る電源について、当初自家発電機のみだったが、新たに商用電源に接続した。
2 　石巻市立牡鹿病院屋内退避施設改修調査基本計画・実施設計
　　令和元年度の改修工事に向け、施設の調査及び設計を実施した。

網地島開発総合ｾﾝﾀｰ 田代島開発総合ｾﾝﾀｰ 牡鹿保健福祉センター 寄磯小学校

延床面積 649㎡ 1,048㎡ 2,510㎡ 415㎡（屋内運動場）

防護区画 集会室（2Ｆ） 大集会室（1Ｆ）
研修室・診療室

（出入口にエアドーム設置） （エアドームを設置）

防護面積

竣工 H27.3

竣工

事業費 38,282,940円（調査基本計画業務及び実施設計業務委託料等）

牡鹿病院

鮎川浜清崎山7

3,588㎡

1-2階（厨房等除く）

約3,100㎡

防護区画

収容人数 125人

R2.3予定

所在地

延床面積
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1 13

2 14

3 15

4 16

5 17

6 18

7 19

8 20

9 21

10 22

11 23

12

Ｈ30 23基 23基 100.0％

Ｈ29 20基 20基 100.0％

Ｈ27 20基 20基 100.0％

実績等

Ｈ26 30基

目標値

17基

その他 一般財源

93,999,960 93,999,960 75,199,000 18,800,960

成果に係る評価

　平成30年度に23基の子局を設置し、新市街地及び沿岸部の難聴地区の解消が図られたが、市内での難
聴地域の完全な解消には至っておらず、令和元年度も事業を継続する必要がある。
　令和元年度は一般財源を活用して河南・桃生地区等の難聴地区の改善を図るが、電波状況、受益者
数、住民要望等を総合判断して設置箇所を決定する。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

Ｈ28 20基 20基 100.0％

成　　　　果

　防災行政無線屋外拡声子局の整備（増設）を実施し、難聴地区の解消が図られた。

区分
成果指標

達成率等

56.7％

目的及び事業内容

　平成30年度までに、100基の防災行政無線屋外拡声子局の整備（増設）を実施し、新市街地及び沿岸部
を中心に防災行政無線の難聴区域の解消を図る。

取　組　実　績

　防災行政無線屋外拡声子局の整備（増設）を実施した。

【設置箇所一覧】

実施計画
掲載ページ

Ｐ143 中　事　業 防災行政無線屋外子局整備事業費

1 項 消防費 第  節 ( 1 ) 新たな防災体制の構築

消防費
総
合
計
画

事業コード 001-102-001-00910 事　業　名 防災行政無線屋外子局整備事業〔復興交付金〕

6 目 東日本大震災関係費

予
算
科
目

9 款 第  章
復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

小渕浜北

蛇田字東道下

南境字外谷

渡波字祝田藤ヶ崎

(  ) ( 2 ) 情報伝達手段の整備

施　設　等

寄磯浜大松

船越天王山

唐桑

河北警察署

さくら町三丁目

魚町三丁目

蛇田字新上沼

十八成浜十八成

泊浜台

渡波字沖六勺

荻浜字白浜山

折浜字風越

設 置 箇 所 設 置 箇 所

立浜字寺下

大浜字大浜

鮎川浜清崎山

鮫浦存入田

施　設　等

泊浜台集団移転団地内公園

十八成浜集団移転団地内

小渕浜集団移転団地内

鮫浦存入田集団移転団地内公園

小泊集団移転団地内公園

上大平集団移転団地内公園

新運動公園付近

サン・ファン館入口付近

渡波599開発公園

荻浜支所

折浜字風越復興団地空地

谷川浜集団移転団地内

鮎川浜集団移転団地内

寄磯浜集団移転団地内

大浜集団移転団地内

龍澤寺（避難場所）入口

十三浜字小泊

十三浜字上大平

船越集団移転団地内公園

唐桑防災集団移転団地内

河北警察署

渡波保育所花壇内

グリーンベルト歩道横

石巻広域水道企業団東側道路

国道45号線日赤病院付近十字路

谷川浜光ケ丘
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円

円

円

円

円

　
8

62人

受講者数 委託料

Ｈ31年2月3日（日） 石巻市防災センター 63人 262,440円

防災士スキルアップセミナー実績

実施日 会場

みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築( 1 )

( 3 )

( 1 )

事業コード

　自主防災組織の機能強化を図るため、①自主防災会を組織していない町内会に組織化を促す。②既存
の自主防災組織を強化するため、防災資機材・食糧備蓄等の整備促進を図るとともに、防災訓練の実施
を促す。③石巻市防災士養成研修講座を開講し、防災士の資格取得を促進することにより、地域の防災
リーダーとなる人材を育成する、以上の事業を行うことにより、地域における防災力の向上､防災意識
の高揚を図る。

目的及び事業内容

868,000

001-103-003-00296

成　　　　果

取　組　実　績

防災士養成研修講座実績

事　業　名

①自主防災会の組織化を図る。
・組織数については、本庁地区で5増、河南地区で4増となり、昨年度よりも9組織増加し、石巻市全域
で233組織となった。

③地域の防災リーダーとなる人材を育成する。
・8月18日、19日の二日間にわたる研修講座を開催し、受講者62名全員が認定試験に合格し、新たな地
域のリーダーを育成した。

12件

1,066,000

Ｈ30年8月18日（土）～19日（日）

実施日

20件

補助金額

自主防災組織機能強化事業〔復興基金〕

　「石巻市自主防災組織機能強化補助金交付要綱」に基づき、自主防災組織が行う活動に対して補助を
行っており、各自主防災組織に積極的な補助金の活用について、自主防災だより等を通じての周知が図
られた。
　また、8月に石巻市防災士養成研修講座を開催し、新たに62名の防災士が誕生した。
　2月には石巻市防災士スキルアップセミナーを開催し、防災士の知識、技能両面でのスキルアップが
図られた。

2,846,000

交付件数

8件

合計 98件

消防費1 項

実施計画
掲載ページ

地域防災力向上対策費

予
算
科
目

6

総
合
計
画

東日本大震災関係費

Ｐ144

目

9 款 消防費

防災対策の見直し

中　事　業

第  章

第  節

復
興
計
画

(  )

補助実績

一般財源

（単位：円）

10,412,280

②防災資機材の整備及び食糧備蓄の推進を図るとともに防災訓練の実施を促す。
・防災資機材購入補助8件、防災倉庫設置費補助12件、食糧備蓄購入補助20件、防災訓練補助58件、合
計98件の補助金を交付し、既存組織の強化が図られた。

委託料

2,746,000

7,526,000

会場

石巻市防災センター

補助金種別

防災資機材購入費補助金

防災倉庫設置費補助金

食糧備蓄購入費補助金

防災訓練費補助金 58件

2,623,840円

合格者数

①自主防災会の組織化については、本年度9件の増加となり、今後の復興事業により新たな自治会の結
成等もあることから、組織化の推進を今まで以上に促進させる必要がある。
②既存の自主防災組織の強化策については、特に防災訓練の参加率を向上させるため、補助金交付につ
いての啓発啓蒙を図る必要がある。
③地域防災リーダーの育成のための防災士養成研修講座については、市立学校教職員、市職員、市内企
業に勤務する従業員の資質向上を図り、円滑かつ迅速な避難所運営を図るため、受講対象を一般市民だ
けでなく広く拡大することができた。

62人

受講者数

成果に係る評価

予算の執行状況
予算額

地方債国(県)支出金

18,708,000

決算額の財源内訳

決算額

その他

10,412,280
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※

成果に係る評価

決算額の財源内訳

7,412,449

11,800食 100％

7,412,449

その他地方債国(県)支出金

項

目的及び事業内容

事業コード

1

（単位：円）

11,800食

達成率

予
算
科
目

6 目

9 款

予算の執行状況
予算額

9,200,000

Ｈ30

石巻市災害時備蓄計画（平成28年度から平成31年度までの4ヶ年計画）に基づき、非常用食糧、
飲料水の更新を図る。

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成28年度に改定した石巻市災害時備蓄計画に基づき、計画通りに指定避難所等の備蓄品の更新が適
切に行われた。
　今後も市内で5万食の備蓄食料を維持するために計画的な入れ替えを実施する。

備蓄物品

みんなで築く災害に強
いまちづくり

新たな防災体制の構築

復
興
計
画

( 1 )

( 1 )

( 1 )

数量

11,800食

一般財源

決算額

　石巻市災害時備蓄計画に基づき、指定避難所等25箇所の非常用食糧及び非常用飲料水を更新した。
　また、本庁及び各総合支所の粉ミルクを更新した。
　南境防災備蓄倉庫に発電機や投光器等の防災資機材を配備した。

指定避難所等に配備した主な物資及び数量

11,800Ｌ

資機材

年次計画に基づく更新分

504箱粉ミルク

備考

非常用飲料水

非常用食糧

備品購入

第  節

(  )

Ｐ143 中　事　業

消防費

消防費

　避難所開設時における初期運営の円滑化と避難生活の安定を図るため、石巻市災害時備蓄計画に基づ
き、非常用食糧及び非常用飲料水の更新を行うとともに、災害用備蓄用品を計画的に配備するもの。

事　業　名 災害用備蓄配備事業〔復興基金〕

総
合
計
画

東日本大震災関係費

第  章

001-101-002-00284

防災施設の整備

地域防災力向上対策費

防災資機材一式

備考

南境防災備蓄倉庫

目標値 実績等
区分

成果指標

　石巻市災害時備蓄計画に基づき災害用備蓄用品を更新することにより、災害時に各家庭から非常用持
出品を持参できなかった避難者に対し備蓄品を支給できる体制を整え、避難所開設時における初期運営
の円滑化が図られた。

非常用食糧の配備状況
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1　主な移設業務等

　(1) 防災行政無線移設

　(2) 災害対策本部オペレーションシステム構築業務

　(3) 北上川下流河川監視カメラ移設

　(4) 市町村震度計移設

　(5) 什器備品等購入

参考　ソフト事業実績

　(1) 供用開始（Ｈ30.5.31）

　(2) こども防災サミット（Ｈ30.6.16）

　(3) 防災士養成講座（Ｈ30.8.18-19）

　(4) 防災指導員意見交換会（Ｈ30.10.5）

　(5) 防災士スキルアップセミナー（Ｈ31.2.3）

※目標値について、Ｈ28までは石巻駅周辺整備事業として取り扱っていたため割愛した。

　平成29年2月25日に着工、平成30年3月15日に工事完了、平成30年3月28日に引渡完了、平成30年5月31
日に供用開始。

-26.5-Ｈ28

達成率（％）
目標値 実績等

84.0 84.0

Ｈ26 - 0.8 -

Ｈ27 - 13.2 -

総
合
計
画

東日本大震災関係費

消防費

消防費 第  節

(  )

復
興
計
画

第  章
予
算
科
目

6 目

9 款

1 項

事業コード

　本市の都市核拠点である石巻駅周辺地区に津波防災拠点として、平時から災害対策本部を常設し、発
災時に迅速に情報収集し分析・対策の検討、同時に各関係機関（自衛隊、消防等に対し）に情報共有を
図る機能を有する防災センターを整備する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

事　業　名 防災センター整備事業（津波復興拠点整備分）〔復興交付金〕

防災センター建設事業費中　事　業

区分
事業の進捗率（％）

Ｈ29 100.0

地方債国(県)支出金 一般財源

成果に係る評価

　当初の予定通り、防災関連設備の移設を完了し、平成30年5月31日に供用開始できている。今後は災
害時での活用だけでなく、平時は地域防災に貢献する拠点施設になるようソフト事業（防災教育）の充
実を図る。

Ｈ30 100.0 100.0 100.0

予算の執行状況
予算額

264,321,400

決算額の財源内訳

決算額

231,002,937 31,834,231

その他

（単位：円）

138,168,70661,000,000
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「石巻市防災サイン詳細設計業務」について

　平成29年12月13日に契約し、平成31年3月29日に完成した。

　主な業務内容

　・防災サイン設置位置の検討

　・防災サイン実施設計

　・防災サイン台帳の作成

　・概算事業費算出及び構造計算書、数量計算書の作成　

1 項 消防費 第  節 ( 1 ) 新たな防災体制の構築

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 3 )

事業コード 001-103-004-00298 事　業　名 誘導表示板設置事業 〔復興交付金〕

復
興
計
画

防災対策の見直し

予
算
科
目

9 款 消防費
総
合
計
画

第  章

6 目 東日本大震災関係費 (  )

実施計画
掲載ページ

Ｐ144 中　事　業 地域防災力向上対策費

成果に係る評価

　500本以上設置を予定する防災サインの効果的な設置箇所の検討を行い、住民説明会を進めながら、設
置に向けた準備が図られた。

目的及び事業内容

　災害発生時に、避難者を安全に避難場所等へ誘導する防災サインを設置するため、デザインや設置の
方針をまとめた「石巻市防災サイン計画」を策定し、具体的なサイン設置内容を「石巻市防災サイン詳
細設計業務」で決定する。

取　組　実　績

成　　　　果

　平成26年度に「石巻市防災サイン基本計画」として防災サインの基本的な考え方をまとめ、これに基
づき、平成27年度に「石巻市防災サイン整備試行実験」を実施し、防災サインの実効性について検証し
た。
　この結果を踏まえて、平成28年度に「石巻市防災サイン実施計画」として防災サインのデザイン、設
置の方針等を策定し、平成29年度から平成30年度の2か年で設置位置の検討等をまとめた「石巻市防災サ
イン詳細設計業務」が完成した。

　「石巻市防災サイン詳細設計業務」の完成により、津波避難シミュレーションを実施し、設置箇所の
優先順位の設定や具体的な設置方法を検討することができ、今後の防災サイン設置業務に向けた事業の
推進が図られた。

4,191,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

20,952,000 20,952,000 16,761,000
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